




Current Status and Issues Regarding Tag Rugby Instruction
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　昨年 月から11月にかけて開催されたラグビーワールドカップ2019日本大会は日本中に熱






















































































































































20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代





年未満 ～10年未満 10～15年未満 15～20年未満 20年以上
16人 10人 人 人 人
指導員自身のラグビー競技歴は以下のとおりである。
表 　ラグビー競技歴
年未満 ～10年未満 10～15年未満 15～20年未満 20年以上 なし 未回答















































































































































































































































































































⑷ 黒川正紀（1999）タグビーボール─ラグビー型教材の定着を目指して─，学校体育53(5), pp. 
24‒27.
⑸ 高山由一（2004）“One for All, All for One” のタグラグビー，体育科教育52(5), pp. 34‒37.




フォワードルールに焦点をあてて─，スポーツ教育学研究 Vol. 28, No. 1, pp. 1‒11.
⑼ 鈴木秀人（2009）誰でもできるタグラグビー，小学館，pp. 25‒28.
⑽ 廣瀬勝弘（2010）ボール運動・球技の授業づくり，教育出版，pp. 11‒13.
⑾ 木内誠（2020）タグラグビーの授業のこれまでとこれから，体育科教育68(2), pp. 18‒21.
⑿ 早坂一成・岡本昌也・寺田泰人・高田正義（2019）U8タグラグビーの競技規則の改訂に関す
る一考察─ラグビースクールでの様相をもとに─，日本ラグビー学会第12回大会 Supplement, p. 
11.
⒀ （公財）日本ラグビーフットボール協会（2005）サントリーカップ第 回全国小学生タグラグビー
選手権大会実施要項，https://www.rugby-japan.jp/news/2005/03/07/6537（検索日 2020/8/25）
タグラグビーの指導に関する現状と課題
─ 105 ─
⒁ 鈴木秀人（2012）派生的ボールゲームとしての「タグラグビー」に関する一考察─ラグビーフッ
トボールとの相違点からの検討─，体育科教育学研究28(2), pp. 1‒14.
⒂ 寺田泰人（2018）小学校体育科におけるタグラグビー指導の課題について─教員免許状更新講
習受講者へのアンケート調査から─，名古屋経済大学教職支援室報第 号，pp. 63‒71.
⒃ 文部科学省（2008a）小学校学習指導要領，東洋館出版社，pp. 95‒100.
⒄ 文部科学省（2008b）小学校学習指導要領解説体育編，東洋館出版社，pp. 51‒75.
⒅ （公財）日本ラグビーフットボール協会 タグラグビーオフィシャルウェブサイト，http://www.
tagrugby-japan.jp/?_ga=2.172394535.540667354.1600065624-1729305193.1599556094（検索日 2020/
8/25）
⒆ （公財）日本ラグビーフットボール協会 2009年度～2019年度事業報告書，https://www.rugby-
japan.jp/jrfu/business（検索日 2020/9/8）
⒇ 文部科学省（2017）中学校学習指導要領解説保健体育編，東山書房．
　新型コロナウィルス感染拡大状況下にあり、ラグビースクールの活動自粛を余儀なくされている
最中にアンケート調査にご協力いただいた関係者の皆様に厚く御礼申し上げます。
　本研究は2019年度桜花学園大学特別研究費の助成を受け実施したものである。
（受理日　2020年 月16日）
